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①近年の少子化対策の試み
　我が国では人口減少が始まり、政府は内閣府に少子化担当特命大臣を置き少子化対策に真剣にと
りくんでいる（１）。第１次小泉第２次改造内閣で、1964年の東京オリンピックで体操女子団体で銅メ
ダルを受賞した小野清子氏が青少年及び少子化対策担当大臣に就任したことを皮切りに第３次小泉
改造内閣で少子化・男女共同参画担当大臣に名称を改め猪口邦子氏が任命され、第１次安倍内閣で
は高市早苗氏が就任し、2007年８月、同改造内閣では、少子化対策担当大臣として上川陽子氏が就
任した。上川氏は、短命であった第１次安倍改造内閣に続く福田内閣でも少子化担当大臣を務めた。
少子化担当大臣は、その後の自民党政権下で、中山恭子氏、小渕優子氏と続いた。2009年９月に民
主党への政権交代が起き鳩山内閣が成立した。鳩山内閣でも少子化担当大臣は置かれ、当時、社民
党党首であった福島瑞穂氏が就任した。福島氏が普天間基地移転問題で、閣議に了解しなかったた
め鳩山首相に罷免されたため官房長官であった平野博文氏が事務代理を務めた時期があったものの、
その後の民主党政権下でも８名の大臣が就任した。2012年12月に再び、自由民主党に政権が移ったが、
少子化対策担当大臣は、継続し森まさ子氏、有村治子氏を経て現在の加藤勝信氏が就任している。
　一昨年、OECD（経済協力開発機構）より「雇用アウトルック2013（２）」が公表され日本の女性の
就業率（25歳から54歳まで）が34国中、24位と下位にあることがわかった。そのため、女性の社会
進出に積極的に力を入れなければならないと意見が強まり、安倍内閣においても女性の社会進出に
力を入れているようである。女性の社会進出の必要性と少子化問題への対策は今後検討していかな
ければならない問題であるので、少しみていこう。
　「雇用アウトルック」によると日本の女性の就業率は、69.2％（３）（2012年）であった。90％を超え
る上位の国からみれば低い数値ではあるが、日本の場合、1965年には女性労働者の総数は、１千万
人以下であったものが、1995年には倍増し２千万人を超えている。近年、日本の労働力人口は、横
ばいであるが女性労働は、国政調査（４）からみていくと、全産業雇用者数での女性比率は、昭和40
年に31.7％、45年32.4％、50年32.1％となり、1965年から75年にかけては全労働者数に女性の占める
割合は、３分の１以下であったが、平成12年40.5％、平成17年42.1％、平成22年43.3％と40％を超え
ており2000年から2010年にかけては上昇傾向であり、かつてよりも女性の就業率は上昇したといえ
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るであろう。「雇用アウトルック」から日本の女性の社会進出の遅れを主張する声もあり、労働市場
での人で不足が深刻化しそうなことを考えれば女性の労働市場への参加は、必要である。しかし、
一方で日本の場合、かつてよりは女性の社会進出は増加しており、アメリカと同レベルまで上昇し
ている。
　OECDの「雇用アウトルック」にあるような女性の就業率が日本は、低位であるが、上位の国は、
スウエーデン82.5％、アイスランド82.3％、ノルウェー82.1％（５）と社会保障が充実している北欧諸
国になっている。日本と社会保障が同程度のアメリカは日本と同数の69.2％である。女性の社会進
出には社会保障の充実と関係ありそうである。
　しかし、ノルウェーなどのように婚外出生が過半数を超えている（６）国などと異なり我が国の場合は、
結婚していないカップルから生まれる子供は極めて少ない。そのため、少子化対策には独身者の割
合などを下げていくことが必要とされている。
　高齢化人口とされる65歳以上の人口が全人口の４分の１を占める我が国においては、高齢化の対
策は一段と厳しいものになったといえよう。また、現在日本の労働力人口は、平成25年現在6,577万
人（７）であるが、65歳以上の人口が3,000万人を超えるという深刻な事態にある。高齢者の就業率の
上昇をめざしていくような政策を取らなければならないだろう。
　我が国は総額としてはアメリカよりは、低いものの経済の規模から考えると最悪な財政赤字を抱
えている。GDPの2倍を超える1,000兆円を超える累積債務を政府は抱えているこうした状況の中で
少子化に対する対策を今まで以上にしていかなければならない。大変困難な状況に立たされている
といえよう。
②江戸時代の人口
　近年、研究が進んでいる江戸時代の歴史人口学から人口の趨勢を概観していくことにしよう。
　かつて吉田東伍（８）は江戸時代初頭の人口を1600年ころの全国の石高が約1,800万石であることか
ら約１石で１人の人口が養えるのではないかと推定し日本の1600年頃の人口を1800万人くらいと推
計した。
　吉田東伍は、以下のように述べている「平均すれば五千万石の収穫、経済学で申しますれば、食
物と人口は動かぬ比例でありますから、五千万石に対して五千万人無くては、食残りの米が腐っ
て仕舞う。不必要な物を造れば米価が下落する訳であるが、それが腐りもしない、下落もしない
所を見ると、五千万人の人口があるという事が分かる。即ち天保年間は三千万人、天正年中は、
千八百万の人口があったろうという事が石高から推し測られるのです。また元禄年中には人口が
二千六百万人あったろうと思う。併し今日の様には外国と交通が初まってあちから輸入したり或は
こちらから輸出する様になっては多少標準が取れぬが、昔の徳川時代には、外国と出入する事は無
い、男女一人米一俵でも出入する事は無いから、収穫高で、人口が分かる。それを尚拡めて言うと、
大名が十万石であれば領内人口が十万人あるという事になる。又一人に付て言えば八九斗計りの米
があれば老弱平均の上に十分で、一石の平均数ならば随分余る。酒や団子にも出来るのです（９）。」
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　これは、東伍の講義録を纏めた『維新史八講（10）』であるが、聴講者に対してわかりやすく具体的
に述べている。東伍は、すぐれた地理学者としても知られるが、太閤検地によって耕作面積が全国で1,800
万石であったことと当時の人口から穀物の生産高との間に相関関係があることを手掛かりにしている。
これは、マルサスが主張する人口の増加は幾何級数的であるから穀物の生産量を超えることは不可
能であるとする経済学について理解したうえで考えている。それ故、1600年の人口を1,800万石と推
定することには妥当性があるといえよう（1598年の太閤検地よる全国の耕地の推計は、約1,850万石（11）
である）。
　つまり、これは、全国的な人口統計が存在しないころにおいては、かなり説得力のある推計である。
16世紀末は、天下を統一した豊臣秀吉によって統一的な基準で検知をおこない全国の大名にも命じ
同一の基準で検知をおこなった。秀吉による太閤検地によって、全国のほとんどの地において秀吉
が定めた統一的な基準により検知がおこなわれた。秀吉は、1582年本能寺の変の後、山崎の合戦で
勝利し、その後、柴田勝家など織田家の武将を滅ぼし、小田原の北条氏を滅ぼし1590年に天下を統
一し、関白の職を甥の秀次に譲り太閤となったのは、正確には1591年であるが、それ以前からおこ
なわれた一連の検知も太閤検地と呼ばれている。
　また、17世紀の始めの相場は、米、１石＝金、１両であったが、1601年に佐渡金山が発見される
など貴金属は、豊富に産出されていたのでむしろ17世紀は穀物の方が相場が安定していた時代であった。
　太閤検地によって農民間の作合が否定され、領主、百姓の一元的な支配を可能にしたとして安良
城盛昭氏（12）が高く評価したことによって1950年代末に多くの研究者を巻き込む太閤検地論争が引
き起こされたことも周知のことである。また、当時若手研究者であった速水融氏（速水氏の学説に
ついてはこの後検討する）も太閤検地論争に加わった。
　イギリスでは、ケンブリッジ・グループ（13）が教会に残る教区簿冊をもとに研究をおこない家族
構成や人口などこれまで明らかでなかった庶民に対することについても明らかにしてきた。教会では、
婚姻、出生、死亡などの記録が残っており、また婚姻届などはどこから来たのかという社会的な移
動も確認できることがある。こうした分析をおこなうことによってケンブリッジ・グループは家族
と人口の歴史社会学の分野においてこれまでとは異なった史実を発見していった。
　同時代の我が国は宗門改が存在している。ケンブリッジ・グループの先行研究をもとに宗門改を
もとにして速水融氏や速水氏の研究を受け継いだ慶応グループの研究者の間で地道な調査研究がお
こなわれている。
　人口調査は、人別改（14）として江戸時代初期から人口の調査がおこなわれていた。また、キリシ
タン禁令のため宗門改が作成された。こうした宗門改は当初においては、キリシタンの弾圧のため
に用いられていったが次第に戸籍化していった。これを史料として広範な研究をおこなった速水融
氏も江戸時代の宗門改は戸籍簿型の史料で断片的ではあるが連続的に存在するため世界でも「稀有
な史料」と高い評価をしている。各村に残されており、断片的に存在する史料をもとに人口の増加
率などから推計していくことで氏は1600年ころの日本全国の人口を1,000万人前後として推計（13）し
た。幕府の人口に対する調査は、1721年から存在している。実学的な思考の強かった８代将軍、徳
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川吉宗によって全国の庶民の人口が調査された。支配者階級であった武士の人口は、この調査から
除外されたが、武士人口を加えることで大まかな全国の人口を推定することが可能である。また、
1725年以降は、子年と午年の６年ごとに人口調査がおこなわれたとされる。こうした人口調査は、
関山直太郎氏（15）の研究によって纏められている。享保期以降の人口の趨勢が確認できることになる。
しかし、データーは1846年までしか現存せず、途中、1738年、1810年、1816年、1840年の４回は、デー
ターが存在しないので、1721年を含めて18回の全国人口を確認することができる。
　これによると1721年は、26,065,425人であるが、記録の残る最終年の1846年は26,907,625人（16）と
微増しているに過ぎない。享保期には、微増しているため最終年にあたる1846年の人口数は、享保
17年（1732年）の26,921,816人より少なくなっている。18世紀前半から19世紀中頃にかけて人口は、
増減はあるものの最低値が1792年の24,891,441人（17）であり、著しく増減しているとは言えない。こ
のように江戸時代中期・後期の人口は、余り変化がなかったと考えられている。この統計より除外
された人口などの武士やその家族についてはほとんど知られていないし、除外された人口も一定で
はなく変化があると考えられるし、幕末では、都市においては無宿と呼ばれる宗門改などに掲載さ
れていない人々も多く存在している。こうしたことからも関山氏が「この百二三十年の間殆んど停
頓の状態に終始したといってもよい。最終の弘化３年の人口が、百十数年前の享保17年の人口と殆
んど異なる所のないのは、よくこれを象徴している（18）」と述べているように江戸時代の後半は人口
の停滞した時代であると見做すことができよう。
　しかし、1841年から明治５（1872）年に壬申戸籍と呼ばれる戸籍が最初に編纂（19）される。そこ
での人口は３千３百万人となっている。人口史的には空白の四半世紀と呼ばれその間の人口の統計
が全く存在しないので、いったいいつごろから人口が上昇に向かっているのか不明とされるが、幕
末から、若干人口が増加したと考えることができるが、急上昇したとは、考えれないだろう。
　先に述べたように速水氏などによって江戸時代初めの人口は、900万人から1,200万人と吉田東伍
推計を大幅に縮小して推計されているが、1721年の最初の庶民人口の調査に欠落した人口などを加
えると日本の人口は、約3,000万人くらいになり、３％くらいしか増加しなかった江戸時代後期と比
較すると江戸時代前期は比較にならないほどの人口増加が見られる。
　つまり、２倍から３倍に急激に人口が増加した江戸時代前期と人口が停滞的であった江戸時代後
期に分けて考えることができる。人口が急増した17世紀と人口が停滞した18世紀、19世紀では明ら
かに社会の構造は、異なっていたと考えなければならないだろう。19世紀後半の明治維新は、廃藩
置県や秩禄処分によって封建制度を解体するだけではなく、欧米から様々な文化が流入し、20世紀
初頭までには、全国に鉄道が開通し、その前の時代とは政治的にも、文化的にも、経済的にも明ら
かに異なることは、明瞭であるが、この江戸時代の前期と中・後期でも異なるのではないかと思う。
江戸時代は、政治的には徳川家が安泰で、幕藩体制に変化はなく継続的に考えられてきたが、人口
史の観点からみると明らかに相違がみられる。
　この相違は、いかなる理由によるものであろうか。近年の研究成果より考えてみよう。
　江戸時代の前期は、斎藤修氏（20）によって大開墾時代と言われるように沖積平野を中心として大
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開墾が行われた時代である。関ケ原の合戦、大坂冬の陣、夏の陣を経て元和偃武となり全国的な戦
乱もなく平和に開墾がおこなわれた。また、多くの人員を開墾に利用することが可能であったこと
も挙げられよう。
　水に強い赤米が栽培（21）されたりした。また、この時代から人々は勤勉になったとされる。速水氏によっ
て勤勉革命と呼ばれるように意識的な行動にも変化が現れた。
③速水融氏の研究から少子化を考える。
　速水氏（22）は濃尾平野およびその周辺地帯において江戸時代の農業生産の変化を史料により考察
した。その結果、17世紀末と、19世紀初期の二時点間に、この地域で人口の増大とは逆に、家畜数
の顕著な減少が千ヵ村に近い村においてみられた。しかも生産性の高い平坦部ほど減少が著しい。
農業生産力はあきらかに増加しているので、一単位の生産を要する価値のエネルギー投入量は、減
少したことになる。速水氏は、これは明らかに人力に代替されたためとしている（23）。そして氏は日
本における経済発展の方向は、英国において産業革命前夜のそれとは異なり技術的に逆の方向を示
す性格であると捉えることができると考えている。こういった点を無視して、市場の浸透その他の
前提条件を列挙するだけでは、日本の工業化の前提にある重要な特徴を見落としてしまうことにな
ると主張している。つまり、日本と西欧との歴史に存在する共通を認めることはできるが、工業化
に関していえば、今まで見落とされていた重要な相違があったことを速水氏は述べている（24）。
　江戸時代においては、農業技術の発展方向は、労働生産性の上昇をもたらすような資本の増大を
通じてではなく、むしろ逆に、家畜という資本の生産の上昇を減少させ、人間労働に依存する形態
をとった。耕耘は、ともかく家畜の力を利用する旧来の犂を捨てて人間の肉体的な力をエネルギー
源とする鍬や鋤にかわった、肥料の多投は、むしろ除草という作業を増し、またその購入資金獲得
のための農閑期の副業を強いた。土地利用の頻度の向上は農民にとって自身と家族の労働投入量の
増大を持って実現したと速水氏は主張している。江戸時代の農民はそれ以前の中世の農民とは比較
して長時間、激しく働いたと推定される。英国では、産業革命へと到達するが、日本では、産業革
命ではなく勤勉革命を成功させたと氏は述べている。
　速水氏によって「勤勉革命（25）」がおきたと考えられる期間、日本の人口は停滞しているのである。
単純に農業国は、労働力が必要であるから、人口が増えるが、先進国は農業国でないので、人口を
増やす必要性がないので少子化であると考えるには農業国であった日本の江戸時代の事例を考えて
みると無理があるように思える。
　また、明治以降、戦後まもなくまで日本は、人口が増加する時期になる。日本の人口は、17世紀
に増加し、18世紀から19世紀後半にかけては停滞し、19世紀後半から20世紀後半にかけての約１世
紀は増加しその後、今日に至るまで停滞している。
　明治以降、近代に入っては増加しているのである。したがって、この時期に明治期とは異なり、
江戸時代後期の特徴的なことを取り上げてみれば人口の停滞原因がみえてくるかもしれない。
　速水氏は、江戸時代に勤勉革命がおきえた要因を挙げているが、それを手掛かり（26）としてみて
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いくことにしたい。
　まず、速水氏は長時間の激しい農業労働は、これは中世における農業労働力が主として身分的隷
属をともなう性格を強く有していたと考えられるが、江戸時代になると家族経営化は、家族を単位
として経営の意思決定がおこなわれるようになったと考えることができる。耕耘から収穫に至る農
作業の基本過程において農民は自分の判断で行動しえた。通常小農自立といわれる現象は、ただ単
に隷属身分からの解放ではなく、農業経営は、専ら勤労によって維持・発展するものであると氏は
考えている。
　速水氏は、このように「小農の自立」を勤勉革命のおきた原因の第一に挙げている。幕末のころ
より質地証文が多く存在するが、明治に入りさらに小農の小作人化が進んでしまう。こうしたいわ
ゆる貧窮分解は、戦前の日本資本主義の講座派の言う「基底」となってしまった。これは、戦後の
農地改革によって解消することになるが、明治以降、あるいは、幕府の人口調査の最終年1846年以降、
幕末から戦前期にかけて小作人化が大いに進んだ時代であり、「小農の自立」が危ぶまれる社会になっ
てしまったことから「小農の自立」に見られるような、「経営の意思決定」ができるような社会はむ
しろ人口を停滞させるようになるのかもしれない。
　次に速水氏は、江戸時代の農民は勤労の意味を知っていたと述べている。江戸時以前においては
こういった日常における労働の意味づけはまずなかった。文字を解する上流階級が残した文献には、
日常の労働から逃れたり、極端には世を捨てて生活することへの志向があったとさえいえるが、江
戸時代には、文学作品においても勤労は一つの徳とされ、江戸時代の後半になると明らかに庶民の
レベルまで勤労は美徳、怠慢は悪徳という考えが浸透した。また、多くの農書が出版され勤労は美
徳とされた（27）。
　しかし、こうした勤労を美徳とする考え方は、明治以降の日本でも強く受け継がれていた。人口
の増加する時期でも「勤労は美徳」なのでありこうしたことは、人口を停滞した要因とは異なるよ
うである。
　江戸時代の農民の激しい労働は、決して何も報いられないという性格のものではなく、逆にわず
かではあるにせよ生活向上を期待しうることを経験した。農民生活は、改善され知識水準や娯楽の
面での進歩もみられる。いわゆる大衆文化をつくりだしたとさえいえる。こういった生活上の改善
も勤労によって得られたことも農民が生活向上を求めることになり勤勉革命の要因になったことを
速水氏は、取り上げている。
　また、江戸時代の経験は、日本の工業化に対して一つの大きな利益として作用したと速水氏は、
考えている。工業化を本格的にスタートさせた時点で、こうした勤労的な国民の存在があったこと
を速水氏は工業化の前提条件になったと見做している。「勤勉革命」を経験していなければ、石炭以
外に利用する天然資源がほとんどなかった、脆弱な工業化の初期段階を乗り切ることができなかっ
たのではないかと考えている（28）。
　「勤勉革命」でできあがった日本人の国民性は、江戸時代の中頃から明治にかけて一貫して続いて
いたのである。そのため速水氏は、一国の国民が勤勉であるか否かということは、超歴史的な「国
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民性」で証明できるものではない。そうしたことは、歴史の所産であり、日本についていうならば、
それは17世紀以降、現在に至るまでの特徴でしかなく、これは今後永続的に続く可能性がないもの
であると考えている（29）。
　つまり、勤勉革命は、人口が増加する17世紀に始まり、人口が停滞した18世紀でも継続し、19世
紀後半から20世紀後半までの人口の増加期でも継続しているので、人口の増減の要因と考えることは、
今のところできないと思われる。
　速水氏の「勤勉革命」から人口の停滞に影響しているのは、「小農の自立」によっておきた経営の
意思決定と、関連性があるのではないかと思う。先進国の人口の停滞は、人々が自分の生活状況を
いかにしたら改善されるかと自ら決定して行動していることに原因があるのかもしれない。したがっ
て、先にみたように社会保障などの改善による政府の政策は人口増加には、影響を与える可能性が
高いと思われる。
　現代、少子化が我が国における最大な社会問題の一つである。我が国を始め先進国は経済的に豊
かであるのとは、裏腹に人口の停滞が進んでいる国が多い。しかし、世界の人口の増加は、続いて
いる。世界の人口は70億人を超えてしまった。これは、相対的に貧困である国の人口が進んでいる
のである。現在、経済成長と人口とは、相関しない関係にある。「歴史とは現代と過去との対話（29）」
という著名な言葉がある。少子化の時代にいる我々は、歴史を見直すにあたり、過去においても必
ずしも経済の悪化が人口を減少や停滞させる要因ではなかったかもしれないということにも注目し
て歴史を再確認していく必要性があるのではないかと思う。
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